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（26～27ページ「２一般会計(2)歳出」参照）

(2)審査意見

令和元年度の一般会計及び特別会計の歳入歳出決算審査における、財務に関

する事務等の執行についての意見は次のとおりである。今後の県民福祉の増進

に努めるため、財政の健全化及び適正な予算執行に一層努めるよう強く望むも

のである。

①健全な財政運営について

令和元年10月に公表された本県の「中期財政見通し」によると、県財政は今

後も毎年200億円前後の財源不足が見込まれ、この財源不足に対応するため、積

立基金の取崩や県債の発行を続けた場合、積立基金の枯渇や県債残高の累増と

いった厳しい財政運営が予測されることが明らかにされたところである。

令和元年度の県債発行額は、一般会計が1,217億 340万円、特別会計が240億

5,510万円で、合計1,457億5,850万円となり、前年度に比べ130億6,180万円(9.8

％)増加した。

年度末の県債残高は、一般会計が1兆3,329億2,516万円、特別会計が211億7,962

万円で、合計1兆3,541億478万円となり、前年度に比べ349億4,605万円(2.6％)

増加した。また、元利償還金の全額が翌年度以降の地方交付税の基準財政需要

額に算入される臨時財政対策債を除いた年度末の県債残高は7,351億3,901万円

となり、前年度に比べ216億13万円(3.0％)増加した。

標準財政規模に占める公債費等の割合を示す実質公債費比率は10.6％と前年

度に比べ0.6ポイント低下し改善したものの、県債以外の歳入で公債費以外の歳

出が賄えているかを示すプライマリーバランス(基礎的財政収支)は、前年度の

プラスからマイナスに転じ、136億3,925万円の赤字となった。また、臨時財政
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